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1は じ め に

本論 文で は,日 本企業 の 品質改 善活動1)の もとで の業 績評価 システ ム

(performancemeasurementsystem)の 設計,と りわけ業績指標の選択の問

題について考察 してい く。業績評価 システムとは,「実績を戦略的 目標や目的

と比較することによって,事 業戦略の遂行状況を追跡するために管理者が用い

る情報 システム」である(Simons,2000)。 業績評価 システムは,組 織メンバー

に対 して,組 織の目標や優先順位 を伝達するとともに,活 動の結果について適

切かつ タイムリーなフィー ドバ ック情報を提供することによって,戦 略の有効

な遂行を支援する。 したがって有効 な業績評価システムがなければ,優 れた組

織 目標や戦略があったとして も,そ れは文字通 り 「絵に描いた餅」に終わって

しまう。

業績評価 システムを設計する上での重要な課題の一つは,適 切 な業績指標 を

選択することである。といっても普遍的に優 れた業績指標があるわけではない。

コンティンジェンシー理論(contingencytheory)が 示唆するように,適 切な

業績指標は,外 部環境,経 営戦略,事 業戦略,組 織構造,技 術などに応 じて異

なる(Chenhall,2003)。 したがって,日 本企業の品質改善活動の もとで も,

1)「 品質改善活動」とは必ずしも一般的に受け入れられている用語ではないが,本

論文では,こ の用語を製品品質や工程の改善活動だけでなく,顧 客満足度や再購

入率などの市場品質を向上させる活動を含むより幅広い概念として用いることに

する。
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適切 な業績指標を選択することが肝要である。

TQC(TotalQualityControDの ような伝統的 な日本型品質改善活動のも

とでは,原 価や利益 といった財務的業績指標 よりも,不 良率,生 産性,サ イク

ルタイムなどのオペ レーショナルな非財務的業績指標が重視されるといわれて

きた(Hiromoto,1988;岡 野,1995)。 しか し近年では,TQCの ような伝統

的な品質改善活動に対 して様々な問題点が指摘 され,TQCか らTQMへ の呼

称の変更,日 本経営品質賞の創設,シ ックスシグマ活動の普及,ISO9000シ リー

ズの認証企業の増加など,品 質改善活動 について新 しい取 り組みがみられる。

またそうした新 しい取 り組みの中で,活 動基準原価計算,品 質コス トシステム,

バランス ・スコアカー ドの導入など,業 績評価システムの面で も新 しい試みが

みられるようである。 これ らの事象は,品 質改善活動に対する新 しい取 り組み

がなされる中で,業 績評価システムの側面で も何 らかの対応が求められている

ものとみることがで きる。

しか しながら,業 績評価システムの変革をどのように行 うべ きかについて十

分に明らかにされているとはいえない。そもそ も日本企業の品質改善活動のも

とで非財務的業績指標が有効をもっているのかです ら十分に実証的に検証され

ているとはいえない。 こうした状況は,品 質改善活動に対する新 しい取 り組み

を制約するおそれがある。このような事態 を打開す るためには,日 本企業の品

質改善活動のもとで,ど のような業績指標がどのような役割を担っているかに

ついて明 らかにすることが不可欠である。本論文では,先 行研究をふまえなが

ら,日本企業の品質改善活動のもとでの業績指標の選択や役割について考察 し,

今後の研究を行 う上での方向性について検討 していく。

2TQC活 動と日本的管理会計論にみる業績指標の選択

(1)TQC活 動における業績指標の役割

これまで日本企業における品質改善活動の中心 となってきたのは,TQCと

呼ばれる活動である。TQCは,「 全社的品質管理」や 「総合的品質管理」 な
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どとよばれ,高 品質かつ低コス トの 日本製品を背後で支える活動 として,日 本

企業の競争力に多大な貢献をしてきた。検査 を中心 とする伝統的な欧米型の品

質管理 とは対照的に,TQCで は,工 程での品質の作 り込み,全 員参加,小 集

団活動,継 続的改善,問 題解決ツールの標準化などが重視 される。

TQCの もとでの品質改善活動 は,現 場主導で行われる活動 と企業や事業部

門の トップ主導で行われる活動に分けることができる。現場単位での品質改善

活動 とは,現 場で自発的に実施 される活動であ り,ボ トムアップ型の品質改善

活動であると位置づけられる。一方で,ト ップ主導型で実施 される品質改善活

動は,ト ップによって策定される全社 レベルの品質改善計画に基づ き実施され

る活動であ り,通 常,方 針管理 と呼ばれている。TQCの もとでの業績指標の

役割 も,現場での品質改善活動と方針管理に関連づけて理解することがで きる。

現場主導で実施される品質改善活動では,PDCA(Plan-Do-Check-Action)

のサイクルを回すことが重視される。まずは品質 目標やそれを達成する方法を

定めた上で実施する。実施の過程では,活 動結果を継続的にチェックし,必 要

があれば是正処置 をとる という一連のサイクルを回す ことが重視 される。

PDCAの サイクルを有効 に回すためには,品 質問題 を認識 し,原 因を分析 し

た上で,品 質改善活動の目標を設定 し,活 動の結果を継続的に測定するための

定量的な業績指標が必要 とされる。この点,TQCに おいては,原 価や利益 と

いった財務的業績指標 よりは,生 産活動に直結 した不良率,生 産性,サ イクル

タイムなどの非財務的業績指標が重視されてきた。

方針管理は,「 組織体において,経 営 目標 を達成するための手段 として制定

された中 ・長期経営計画,あ るいは年度経営方針を体系的に達成するための活

動」 と定義される2)。方針管理は通常次のような手続 きで実施 される(図1参

照)。 まず経営 トップが,中 ・長期経営計画 を反映 した年度方針を策定す る。

年度方針は,組 織階層に沿って展開される。 このプロセスは方針展開(policy

development)と 呼ばれ,方 針の整合性 を確保す るために,組 織の上下,左 右

2)三 浦新他編 『TQC用 語辞典』,日 本規格協会,1985。
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においてす り合わせが行われる。方針の実行段階では,目 標及びプロセスの達

成状況を継続的に評価 しながら,必 要に応 じて適切な措置がとられる。以上の

ような一連の過程を通 じて,会 社や事業部門 として年度方針の達成を目指す。
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図1方 針管理のプロセス

方針管理 は,欧 米で生み出された目標管理(managementbyobjectives)

が 日本に導入 された上で,独 自の発展 を遂げた管理手法である。欧米流の目標

管理 と方針管理の大 きな違いは,目 標管理が結果重視(結 果のわ りつけによる

経営)す るのに対 して,方 針管理では,プ ロセス,す なわちQC手 法により目

標を達成するプロセスが重視される点であるといわれる(長 田,1997)。 したがっ

て,方 針管理 における 「方針」には,単 なる目標(goal,target)だ けではなく,

それを達成するための方策(method,means)が 含 まれる(長 田,1997)。

方針管理が有効 に機能するためには,目 標を設定 し,活 動の結果を評価する

ための適切 な業績指標が不可欠である。方針管理では,ス タッフによる経常的

な業績モニターの他 に,ト ップ診断とよばれる経営 トップによる方針の実施状

況及び目標達成度のレビューが行われる。 しかしなが ら,方 針管理のもとでど

のような業績指標が用いられて きたかについて,個 別企業の事例が断片的に報

告されるだけで,そ の全体像は必ず しも明 らかにされているとはいえない。

特に,方 針管理においては目標達成するための方策ないしプロセスが重視 さ

れるため,「 管理項 目」 とよばれる定量的もしくは定性的な基準が,部 門の業

績 を評価する際に用い られてきた。管理項 目は,各 部門が,自 部門に与えられ

た業務をその 目的どお りに達成 しているかを判断し,必 要なアクシ ョンをとる
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ための尺度であると定義 される(納 谷,1991)。 このことか ら方針管理では,

定量的な業績指標による評価以外 にも,定 性的ないし主観的な業績評価が一定

の役割を果たして きたものと推察される。

(2)日 本的管理会計論 と非財務的業績指標

1980年 代の後半か ら1990年 代中盤にかけて,日 本企業の競争力 を支えるもう

一つの要因 として
,管 理会計実務が世界的にも注 目された。そうした実務 は,

日本的管理会計(JapaneseManagementAccounting)と して様々な議論が展

開された(Hiromoto,1988;岡 野,1995)。

Hiromoto(1988)は,日 本企業の競争力の源泉の一つ としての管理会計実

務をいち早 く世界に紹介 した論文である。 この論文では,い くつかの日本企業

の事例 を示 しながら,日 本的管理会計の特徴 に言及 されているが,そ れらの特

徴の一つとして,事 業戦略に密接にリンクした非財務的業績指標が多用 される

ことが指摘されている3)。

また日本的管理会計論 を積極的に展開した岡野(1995)で は,欧 米企業の実

務 と比較しながら,日 本的管理会計の特徴について次のように議論 している。

「欧米企業においては,会 計の機能をポジティブに捉え,財 務的観点によって生

産現場(製 品企画 ・設計を含めた)の 現実をできるかぎり可視化 しようとするのに

対して,日 本では,会 計では生産現場を可視化できない,あ るいは,可 視化できる

かは会計的手法のレベルでは明確でない,と いう基本的認識が存在しており,そ の

意味では管理会計としての機能的側面をネガティブに捉えているといえなくもな

い。それによって,現 場で従業員がもっている情報をいかに取り込むかという仕組

みと会計の位置づけが異なるのである。

(中 略)

3)非 財務的業績指標の利用の他にも,日 本的管理会計の特徴として,影 響システム

としての間接費配賦や原価企画の実務が紹介されている。
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これに対 して,日 本企業では,原 価管理における会計の比重が欧米 と比べてかな

り低い ことが従来か らも指摘 されているように,標 準原価計算な どの会計技法 に

よって 「計数管理 としての原価管理」を達成するのではな く,JIT(JustinTime)

やTQC(TotalQualityControl)を は じめ とする生産管理技法 によって 「実体管

理 としての原価管理」の探求がなされて きた。」

このように,岡 野(1995)は 日本的管理会計について,会 計の可視性をで き

るだけ回避させ ようとすることを主眼 とし,お もに物量的次元による実体管理

を重視 したこと,さ らに製品設計段階という源流段階での会計(埋 め込 まれた

会計)を 利用 した,二 重の源流管理が行われることなどを基本的なロジックと

して指摘 している。

Hiromoto(1988)及 び岡野(1995)の いずれにおいて も,日 本的管理会計

の特徴 として,JITやTQCを 支援する非財務的業績指標の積極活用が指摘 さ

れている。この ように,非 財務的業績指標の活用は,日 本的管理会計の重要な

特徴 として,日 本のみならず海外の研究者によって も広 く受け入れられてきた

もの と考えることがで きる。

(3)品 質改善活動の新展開 と業績評価システム変革

バブル経済が崩壊 し,日 本企業が長期的に低迷する中で,TQCに 具現化 さ

れる伝統的な品質改善活動に対 して,様 々な問題点が指摘 されている。TQC

の問題点 としては,標 準化 された問題解決ッールの画一的な適用による形式主

義の助長や従業員の創造性の阻害,品 質に関する専門家集団の肥大化,改 善速

度の遅さ,現 場単位の改善活動 による部分最適化,改 善活動 と最終的な財務業

績 との間のリンケージの欠如,従 業員の人間性の犠牲 などがあげられる(梶 原,

1999;徳 丸,1999)。

しか し近年では,こ のような問題点 を克服するために,い くつかの新 しい取

り組みが行われている。た とえば,こ れまでTQCを 普及させる上で重要な役

割 を果たして きた 日科技連では,TQCか らTQMへ の呼称の変更を行った。
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単なる呼称の変更にす ぎない とする見解 もみられるが,呼 称変更の意図は,新

しい環境 に合わせて新TQCと してのTQMを 再構築することにある(TQM

委員会,1998)。1996年 には,米 国のマルコムボル ドリッジ国家品質賞の 日本

版である日本経営品質賞が創設 された。日本経営品質賞においては,製品やサー

ビスの品質だけではなく,そ れ らを生み出す経営の仕組みの質 としての 「経営

品質」が審査の対象とされる。多 くの日本企業が,日 本経営品質賞の審査基準

に基づいて,経 営 システムを自己診断 し,経 営品質の改善を行っているといわ

れる。 また海外企業との取引関係の増加によって,ISO9000シ リーズの認証企

業が急増 している。ISO9000シ リーズの2000年 度版は,品 質マネジメン トシス

テムに関する基準 という性格 を有 してお り,サ プライヤーが取引をするために

最低限遵守 しなければならない基準 といった従来の位置づけとは異なる意義を

もっている。さらに米国のモ トローラ社 によって生み出されたシックスシグマ

活動を導入する日本企業が増加 している4)。

日本企業の品質改善活動に新 しい展開がみ られる中で,業 績評価 システムの

面で も新 しい動 きがみ られる。たとえば,こ れまでTQCの もとでは重要でな

いと考えられてきた品質コス トシステムを導入 している企業が増加 している5)

(伊藤,1999)。 また,多 くの日本企業が,従 来の方針管理 に代えてバランス ・

スコアカー ド(Balancedscorecard)を 導入 しているといわれる。こうした変

化 は,品 質改善活動 に対する新 しい取 り組みのもとで,業 績評価システムが何

らかの変革 を迫 られていることを示唆 しているものとみなすことができる。

しか しなが ら,ど のように業績評価 システムを変革すればよいのかについて

4)現 在,ソ ニー,東 芝,カ ルビー,シ マノなどの 日本企業がシックスシグマ活動に

取 り組 んでいるといわれる。

5)品 質 コス トシステムでは,品 質不良によって発生する失敗コス トと品質不良を生

み出 さないための予防及び評価 コス トが トレー ドオフ関係としてとらえ られる。

そのため経済的な最適品質水準 は,最 高品質水準 よりは低い水準 とされる。一方,

日本企業のTQCの も とでは,品 質水準 を最高水準 まで高めることが,品 質コス

トという経済的観点からも望 ましいとされてきた。 この ことか ら日本企業におけ

る品質コス トシステムの役割は限定的であるという見解が支配的であったと考 え

られる。
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は明らかにされていないことが多い。そ もそも日本企業の品質管理の もとで,

非財務的業績指標の活用が組織業績を高めることに貢献 してきたのか というこ

とす ら十分に検証されているとは言えない状況である。したがって,業 績評価

システムの変革 を適切に導 くための知識が欠如 しているといえる。このような

知識の欠如は,近 年の品質改善活動にみ られる新 しい取 り組みの成果を制約す

るおそれがある。

3米 国企業のTQM実 践と非財務的業績指標

(1)米 国企業のTQM実 践と伝統的管理会計システム

1980年 代,日 本の自動車 メーカーや電機機器 メーカーなどが,米 国本土で本

格的な現地生産を行 うようになった。当時,米 国市場に輸出攻勢 をかけていた

日本企業の競争力は,日 本人の勤勉 さや集団主義といった日本的な文化,も し

くは資本家や経営者による労働者の抑圧 と搾取 によるものと考えられていたた

め,現 地生産は日本企業にとって極めて不利な条件であるとみなされていた。

しか しながら,現 地生産が本格稼働するにつれて,日 本企業の競争力の源泉 に

対する見解が変化 して きた。とい うのも,日 本の主力工場 と同等のパフォーマ

ンスを示す現地工場が出現 したか らである6)。現地工場の成功は,米 国 という

日本とは異 なる環境においても,JITやTQCな どの日本的な生産 システムが

有効性を発揮することを示すものとして注 目を集めることとなった。多 くの米

国企業では,ベ ンチマーキングなどの活動を通 じて,日 本企業の優れた活動 を

積極的に自社 に取 り入れようとした。品質への取 り組みに関していえば,ゼ ロッ

クス社,フ ォー ド社,ヒ ューレットパッカー ド社,モ トローラ社など多 くの米

6)と りわけ注 目されたの は トヨタ自動車 とGMの 合弁企業であるNUMMI(New

UnitedMotorManufacturing,Inc)の 成 功であった。NUMMIは 閉鎖 された

GMの フリーモ ント工場 を再生 した もので,敷 地,工 場設備,労 働力な ど主要 な

生産要素に関しては,基 本的に旧フリーモ ン ト工場の ものが使用 されてお り,労

働組合 も存在 していた。旧工場 と異 なっているのは,生 産システムに関 して トヨ

タ生産方式が導入 された点であ り,そ の生産性は,旧 工場のほぼ2倍 とされる。



日本企業の品質改善活動と業績指標の選択 179

国企業が,日 本企業のTQC活 動 を導入 しようとした。その後,品 質向上への

取 り組みの重要性は,国 家戦略の一つ としても掲げられ,1987年 には,マ ルコ

ムボル ドリッジ国家品質賞が創設されることになる。こうした米国での品質へ

の取 り組みは,TQM(TotalQualityManagement)と 呼ばれ,広 く普及して

いるQ

しか し,米国企業のTQM活 動が順調 に成果をあげたわけではなかった。いっ

たんはTQM活 動 に取 り組みながら,十 分な成果をあげることな く中止や休止

する企業が相次ぎ,TQM活 動そのものの有効性について も疑念が投げかけら

れた。多 くの企業がTQMの メリットを享受できない理由については,様 々な

観点から分析が行われ,日 本 と米国の文化の違い,労 働組合の存在,他 の要素

との補完性の欠如,知 識移転の困難性などの要因が指摘 されたが,管 理会計領

域において も,そ の原因の一端が時代遅れの管理会計システムにあるという指

摘がなされた(Kaplan,1983;JohnsonandKaplan,1987)。

例えば,Kaplan(1983)で は,JITやTQMな どに代表される新 しい製造

環境において,財 務会計主導の伝統的な管理会計システムが適合性を失ってい

るという痛烈な批判がなされた。彼は,現 在の管理会計システムが,財 務会計

主導であるとし,そ の情報が基本的に過去の出来事に関するものであること,

過度に集約されていること,適 時性 に欠けること,短 期志向を助長することな

どの問題点を指摘 した上で,非 財務的業績指標の有用性 を主張 している。それ

以降,米 国では非財務的業績指標の有用性に対する関心が高まり,近 年ではバ

ランス ・ス コアカー ドの議論 として展開 されている(KaplanandNorton,

1996,2000)。

(2)先 行実証研究

JITやTQMに ついて期待通 りの成果が得 られない理由の一つが,財 務的業

績指標に基づ く伝統的な管理会計 システムにあ り,そ れを補完す るものとして

非財務的業績指標の有用性が注目されるようになると,JITやTQMと 業績

指標(と りわけ,非 財務的業績指標),さ らには組織業績 との問の因果関係 に
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ついて実証研究が行われるようになる。以下では,代 表的な研究についてみて

いく7)。

IttnerandLarcker(1995)の 研究

この研究は,TQM,業 績評価 ・報酬システム,組 織業績の関係を大量サ ン

プルによって検証 した最初の実証研究である。この研究では,カ ナダ,ド イツ,

日本,ア メリカにおける自動車及びコンピュータ産業 に属する249社 か ら回収

したサーベイデータに基づき,TQM,業 績評価 ・報酬システム,組 織業績の

因果関係について分析を行っている。

まずTQMを 構成する要素と業績評価 ・報酬 システムの関係について,正 準

相関分析(canonicalcorrelationanalysis)が 実施 されている。この分析 を通

じて,TQMの 構成要素 と業績評価 ・報酬システムについて,統 計的に有意な

2対 の組み合わせが認識 されている(表1参 照)。第1の 組み合わせにおいては,

品質管理に関する教育訓練,チ ームワーク,提 案制度,新 製品及びプロセスの

表12つ の品質プログラムと業績評価 ・報酬システムの関係

TQMの 構成要素 業績評価 ・報酬 システムの要 因

生産志向品質

プ ロ グ ラ ム

・品質教育訓練

・チーム ワー ク

・サプ ライヤ ーの関与

・提案制度

・プ ロセ ス改 善技 法

・チー ム業績 に よる報酬決定

・非財務 的業績 指標に よる報酬 決定

・現場での 品質 ・問題解決情報 の作 成

・品質 ・問題解決情報の高 い報 告頻度

先 進 的 品 質

プ ロ グ ラ ム

・クロス ファ ンクシ ョナルチー ム

・品質保証部 門の積 極的関与

・価格以外の 基準 に よるサ プライヤー

の選択

・品質保証

・ベ ンチマ ーキ ング

・戦略的計 画情 報の積極的 な伝達

・幹部 による品質計画及 び実績 の頻繁

な レビュー

(出 所)IttnerandLarcker(1995)に 基 づ き筆 者 が作 成

7)本 論文では分析単位を企業や部門とし,組 織業績への影響を分析 している研究に

限定してレビューすることにする。
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認識におけるサプライヤーの関与 ・プロセス改善技法の利用 というTQM構 成

要素 と報酬 におけるチーム業績の重視,報 酬における非財務的業績の重視,品

質及び問題解決情報の現場での収集,品 質及び問題解決情報の高い報告頻度 と

いう業績評価 ・報酬 システムに関する要素が正の相関関係を有 している。

第2の 組み合わせ においては,ク ロスファンクショナルチーム,品 質保証部

門のより積極的な関与,品 質保証,価 格以外の要因によるサプライヤーの選抜

というTQM構 成要素が,外 部ベ ンチマーキングの利用,戦 略的計画情報のよ

り積極的な伝達,経 営幹部による品質計画及び実績のより頻繁なレビューとい

う業績評価 ・報酬 システムに関する要素 と正の相関関係をもっている。これら

の分析結果は,TQM活 動のもとで,非 財務的業績指標に基づ く業績評価 ・報

酬 システムが採用 されていることを示すものである。

ついで,組 織業績 に対す るTQMと 業績評価 ・報酬システムの交互作用につ

いて分析が行われている。分析 を行 うに当たって,上 述の正準相関分析におい

て認識 された2つ の組み合わせが,TQM構 成要素 と業績評価 ・報酬システム

の適切な適合関係 とみなされ分析が行われた。その際,第1の 組み合わせにお

けるTQM構 成要素群は,典 型的な生産志向の品質プログラム,ま た第2の 組

み合わせ におけるTQM構 成要素群は,よ り先進的な品質プログラムであると

位置づけられる。

分析結果によれば,生 産志向の品質プログラムにおいて,チ ーム業績や非財

務的業績指標に基づ く報酬の決定,現 場での品質情報及び問題解決情報の作成

及び品質 ・問題解決情報の高い報告頻度か ら構成される業績評価 ・報酬システ

ム(シ ステム1と 呼ばれる)の 利用が,高 い組織業績をもたらしている。一方,

先進的な品質プログラムにおいては,ベ ンチマーキング,戦 略的計画情報の積

極的伝達,品 質計画 と実績の幹部による頻繁なレビューから構成 される業績評

価 ・報酬 システム(シ ステム2と 呼ばれる)の 利用は,業 績を低めるとい う結

果が示 されている。この結果について,彼 らは,先 進的な品質プログラムを実

施 している組織では,公 式的な業績評価システムに代る代替的な手段 を利用す

ることによって業績を高めることがで きるのではないかと解釈 している。
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Chenhall(1997)の 研究

この研究は,TQMと 組織業績の関係に対 して,非 財務的業績指標からなる

製造業績指標(MPM;manufacturingperformancemeasures)の 利用が どの

ような影響を及ぼすのかについて検証しようとしたサーベイ調査である。サン

プルは,豪 州企業の39の 事業部門である。

まず変数間の相関分析によれば,TQMとMPM及 び業績 とMPMの 間にプ

ラスの相関関係が見いだされた。次 に,TQM,MPM,及 び両者の交互作用

項 を独立変数 とし,組 織業績 を従属変数とする重回帰分析 を行った結果,両 者

の交互作用項 と組織業績の間に統計的に有意 なポジティブな関係が見出され

た。また,追 加的に2元 配列分散分析や重み付 きの重回帰分析が行われたが,

いずれの分析 においても,TQMと 非財務的業績指標が組織業績に対 して及ぼ

す交互作用を見出す ことに成功 している。これ らの分析結果 をふまえて,筆 者

は,MPMが 業績評価 に用いられている程度が高い場合に,TQMと 組織業績

に強い関係があると主張 している。

Pereraetal.(1997)の 研 究

この研 究で は,顧 客 に焦 点 を当て た製造 戦略(customer-focusedmanufac-

turingstrategy)を 採 用 してい る企業 が,業 績 評価 システ ムにおい て,非 財務

的業績 指標 を重 視 してい るか,ま た非財務 的業績指標 を重視す る ことが組織 業

績 の向上 に貢献 して いるか につ いて,豪 州 の製造企業 を対象 とす るサ ーベ イ調

査 に基 づ き分析 が行 われてい る。質問調査票 は,シ ドニ ー近 郊の製造企 業 の200

名 の 管理者 に配布 され,109名 よ り回答 が得 られ てい る。

まず,顧 客 に焦 点 を当て た製 造戦 略 と して,JITやTQMと い っ たAMP

(Advancedmanufacturingpractices)と 製 造 プ ロセ スの物理的 なハー ドウェ

アに関す るAMT(Advancedmanufacturingtechnology)が 採 用 され てい る。

また業績 指標 として,財 務 的業績指標 及 び非財務 的業績指標 とい う2つ の タイ

プの業績 指標が採用 され てい る。

各要 因間の相 関分析 に よれば,AMP及 びAMTと 非 財務 的業績指標 の 間に
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高い正の相関関係がみられる。次に,AMP,AMT,及 び両者の交互作用項を

独立変数 とし,非 財務的業績指標の利用の程度を従属変数 とする重回帰分析が

実施され,交 互作用項が統計的に有意な正の影響を及ぼ していることが明らか

にされた。この結果は,AMP及 びAMTの いずれかではなく,両 方を採用 し

ている組織において,非 財務的業績指標の利用の程度が高いことを示 している。

また,顧 客に焦点を当てた製造戦略 と非財務的業績指標の組織業績に対する

交互作用効果について検証が行 われているが,TQMを 含むAMPに 関しては

統計的に有意な関係はみいだされなかった。組織業績に対する交互作用効果が

見出されなかった理由に関して,Pereraら は,次 の3つ の理由を指摘 してい

る。第1の 理由としては,AMPやAMTの ような柔軟な製造戦略においては,

組織構造の変革がより重視 されてお り,業 績評価システムの変更が組織業績を

向上させ る効果は低い と考えられていることが指摘されている。第2の 理由は,

非財務的業績指標 を用いることの主要なベネフィットが,管 理者の動機付けに

あることか ら,組 織業績に対する直接的な効果よりも,管 理者の満足度やモチ

ベーションの向上あるいはス トレスの減少などとして発揮 されるというもので

ある。第3の 理由としては,研 究方法に関するものであ り,ク ロスセクショナ

ル分析及び組織業績の測定に関する問題点が指摘されている。

SimandKillough(1998)の 研究

この研究 は,TQM及 びJITと い う製造実務 とマネジメン ト・コントロー

ル ・システムの間の補完関係が,組 織業績(品 質業績 と顧客業績)に 対 して及

ぼす影響を明 らかにするために実施 されたサーベイ調査である。サンプルは,

米国の電気機器産業に属する83社 である。この研究では,業 績指標 として,顧

客の知覚品質や顧客からの苦情か らなる顧客業績指標 とスクラップのコス ト,

再加工,不 良,保 証 コス トなどか らなる品質業績指標が採用 されている。これ

らの2つ の非財務的業績指標に関 して,業 績 目標に利用 されている程度と業績

報告の頻度がそれぞれに評価 されている。

TQM,業 績指標及び組織業績 に関わる調査結果は次 の通 りである。 まず
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TQM実 施度が高い場合 に,顧 客業績指標及び品質業績指標のいずれについて

も,目 標設定に利用 している程度が高いほど,組 織業績が高 くなる。他方,報

告の頻度については,TQMと2つ の業績指標の間で組織業績に及ぼす交互作

用を確認することはで きなかった。

表2は 。上記の先行研究の結果 を整理 したものである。まずTQMの もとで,

非財務的業績指標が利用 される程度が高いことを先行研究は示 している。一方

表2TQM,業 績指標,組 織業績に関する先行実証研究

サ ンプル TQM指 標 業績指標 分析結果

Ittnerand 日,米,独, ・生産志向品質プロ ・シス テム1(チ ー ム業績 生産志向の品質プログラム

Larcker 加の自動車及 グラム による報酬決定,非 財務 において,非 財務的業績指

(1995) び コ ンピュー ・先進的品質プログ 的業績指標による報酬決 標の活用が業績 を向上 させ

タ産業に属す ラム 定,現 場での品質 ・問題 る。

る249社 解決情報の作成,品 質 ・ 先進的な品質プログラムに

問題解決情報の高い報告 おいて,非 財務的業績指標

頻度) の活用が業績を低める。
・システ ム2(ベ ンチ マ ー

キング,戦 略的計画情報

の積極的伝達,頻 繁な幹

部による品質計画及び実

績 の レビュー)

ChenhalI 豪州企業の39 TQM 非財務的業績指標としての TQMと 組織業績の関係に

(1997) の事業部門 MPM(managementper一 対 して,MPMが プ ラスの

formancemeasures)の 利 モ デ レー ト効果 を及 ぼす。

用

Perera 豪 州 シ ドニ ー AMP(Advanced 業績評価における財務的業 AMP及 びATMの 両方を

etal. 近郊の製造企 managementprac一 績指標の利用 採用 している企業 におい

(1997) 業 の109名 の tices) 業績評価における非財務的 て,非 財務的業績指標の利

管理者 AMT(Advanced 業績指標の利用 用度が高い。

managementtech一 AMPと 非財務的業績指標

nology) が業績に及ぼす交互作用は

みい だ されなか った。

Simand 米国電気機器 JIT(JustinTlme) ・目標設定における品質業 TQM実 施度が高い場合に,

Killoug 産業に属する TQM 績指標の利用 顧客業績指標及び品質業績

(1998) 83社 ・目標設定における市場品 指標のいずれについても,

質指標の利用 目標設定に利用 している程
・品質業績の報告頻度 度が高いほど,業 績が高 く
・市場品質業績の報告頻度

なる。

報告 の頻度 について は,

TQMと2つ の業績指標の

間で業績に及ぼす交互作用

はみいだされなかった。
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で,一 般 に広 く受け入れられている 「TQMの もとでは,非 財務的業績指標の

利用の程度が高いほど組織業績が高い」 という仮説については,相 異 なる分析

結果が示 されている。さらには,IttnerandLarcker(1995)で は,品 質改善

に対 してより先進的な取 り組みを行 っている場合に,非 財務的業績指標の利用

が組織業績 を低めるという,一 般 に受け入れられている認識とは全 く正反対の

結果が示されている。

4品 質改善活動,業 績指標,組 織業績の因果関係の構築に向けて

本節では,こ れまでの議論をふまえた上で,今 後,日 本企業における品質改

善活動,業 績指標,組 織業績の因果関係を明らかにする上での研究の方向性に

ついて検討 してい く。

(1)業 績指標のタイプ:主 観的業績評価の役割

従来か ら,管 理会計研究においては,業 績指標が財務的業績指標 と非財務的

業績指標の2つ に分類 されて議論がなされることが多かった。先行研究におい

ても,業 績指標 について,そ うした大まかな分類を行っているものが少なくな

い。 しか しなが ら,VanderStedeetal.(2001)の 研究は,こ のような分類

が必ずしも妥当ではないことを示 している。

VanderStedeetal.(2001)の 研究では,財 務的及 び非財務的 とい う分類

の問題点 を指摘 した上で,非 財務的業績指標 を定量的な指標(quantitative

'nonfinancialmeasures)と 主観的な指標(subjectivemeasures)に 分類 して

いる。ここで主観的な指標 とは,学 習や部門間の調整の程度など定性的で主観

的に評価 される項目である。このように分類 した上で,彼 らは,競 争戦略,品

質重視の製造戦略,業 績指標のタイプ及び部門業績の関係についてサーベイ調

査を通 じて分析 を行っている8)。

8)サ ンプルは,87の 米 国の製造企業 と41の ベ ルギーの製造企業である。
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戸彼 らの分析結果は次の通 りである
。 まず,品 質を重視 している企業は,定 量

的な非財務的業績指標 と主観的な業績評価 を利用 している程度が高い。 またこ

れ らの企業では,他 の企業 と比較 して財務的業績指標 も多用 していることが示

されている。

次に部門業績 と3つ のタイプの業績指標の相関分析 によれば,財 務的業績指

標 と部門業績の間に相関関係はみられないが,定 量的な非財務的業績指標及び

主観的な業績評価 と部門業績の問には,統 計的に有意な正の相関関係がみられ

た。

品質志向と各タイプの業績指標が,部 門業績に対 して及ぼす交互作用につい

ても分析が行われている。分析結果によれば,品 質志向が低 く,定 量的非財務

的業績指標及び主観的な業績評価の利用の程度が相対的に低い企業群の業績

が,最 も低い。また品質志向が低 く,定 量的非財務的業績指標及び主観的な業

績評価の利用の程度が高い企業群は,よ り高い業績を上げている。

他方,品 質志向が高 く,定 量的非財務的業績指標の利用の程度が高い企業群

の業績は相対的に低いという結果が示 されている。この分析結果は,品 質改善

活動における非財務的業績指標の有用性 という一般的に受け入れられる関係 と

は正反対の結果であるが,IttnerandLarcker(1995)ら の研究結果と一致 し

ている。一方,最 も高い業績が,品 質志向が高 く,主 観的業績評価 を積極的に

利用 している企業群において実現 されていることが示されている。

この研究では,な ぜ品質志向が高い企業において,主 観的業績評価の利用が

高い組織業績をもた らすのかについて明 らかにすることを目的 として,3つ の

タイプの業績指標が,管 理者によってどのように知覚 されているのかについて,'

以下のような分析 を行っている。

まず定量的非財務的業績指標は,財 務的業績指標に比較 して,リ スク負担 と

革新を促進 し,短 期志向やゲームマ ンシップ9)を低減 させるという点でより優

9)ゲ ー ムマ ンシップ(gamesmanship)と は,管 理者が,経 済的な価値を向上させ

る こ と な く,自 らの業 績 指 標 を改 善 しよ う とす る行 動 を意 味 して い る

(Merchant,1998)。
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れているとみなされている。また主観的な業績評価は,他 の業績指標 と比較 し

て,短 期志向及びゲームマ ンシップを低減する上でより有効であるとみなされ

ている。

業績測定の正確性について,主 観的な業績評価は,3つ のタイプの業績指標

の中で最 も測定上の問題を抱えているとみなされてお り,逆 に,財 務的業績指

標 は,最 も客観的で,定 量的非財務的業績指標 はその中間と評価 されている。

他方,管 理者の管理不能な要因の影響を受けやすいのは,財 務的業績指標で,、

主観的業績評価が最 もそうした要因の影響 を受けにくく,定 量的非財務的業績

指標がその中間とみなされている。

これらの2つ の結果は一見矛盾 しているようにみえるが,必 ずしもそ うでな

い。すなわち,財 務的業績は,よ り正確に測定されるにもかかわらず,多 くの

内部的外部的要因の集約的な影響を受けているため,個 々の管理者によっては

相対的に管理不能の程度が高い。逆 に,定 量的非財務的業績指標 と主観的業績

評価は,測 定の正確性は低いが,管 理者の管理可能な業務 に容易にフォーカス

することが可能である。 このことは,定 量的非財務的指標 と主観的業績評価に

関する目標が,よ り達成 しやすいとみなされていることとも整合 している。 さ

らに,定 量的非財務的指標の場合は,財 務的業績指標の場合と比較 して,参 加

的な目標設定が行われている程度が高い。これは,定 量的な非財務的業績指標

に関して,参 加的な目標設定が行われることが,管 理可能性 に関する知覚を向

上させているともの と推測 されている。この点は目標設定への参加の程度 と管

理可能性の知覚の相関関係か らも推察は正 しいとされる。

財務業績の未達成は,報 酬,昇 進,業 務の自立性,及 び将来の雇用に最も影

響を及ぼすと知覚 されてお り,つ いで定量的非財務的業績指標,主 観的業績指

標 の順 となっている。現在の業績評価 における3つ のタイプの業績指標問の

ウェイ トに関 しては,財 務的業績が最 も高 く,つ いで定量的非財務的業績指標

で,主 観的業績指標 に対す るウェイ トが最 も低いことが示 されている。

このような分析 を通 じて,主 観的な業績評価が,品 質を重視した製造戦略の

もとで高い業績をもた らす理由について次のように説明 している。まず主観的
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業績評価 は,管 理者 によって,報 酬,昇 進,継 続的雇用,自 立性に対する影響

が小 さく,測 定の問題を抱 えつつ も,管 理者の管理可能性に対する知覚を高め

る。このため主観的業績評価 を多用することは,管 理者が,成 功や失敗につい

ての体験 を他の組織 メンバーと共有す ることを促進する。 また,主 観的業績評

価は,管 理者が 自らの努力や意思決定プロセスをよりみえる形にし,長 期的な

事項にフォーカスするように促す。 さらに,そ うしたモチベーション面の効果

を超えて,主 観的業績評価は,管 理者行動を導 く上での先行指標 となるとされ

る。以上のような理由か ら,品 質志向が高い企業において,主 観的業績評価を

多用することが業績 を高めると主張 されている。

この研究は,業 績指標を財務的業績指標,定 量的非財務的業績指標,主 観的

業績評価 という3つ のタイプに分類 した上で分析を行い,品 質志向の製造戦略

のもとでの主観的業績評価の重要性を明らかにした点で極めて貴重な研究であ

る。近年,業 績評価や報酬システムの領域 において,主 観的業績評価に対する

研究上の関心も高まってお り,そ の役割は今後ますます重要性 を増す と考えら

れる(Gibbsetal.,2002;lttneretaL,2003)。

またこの調査結果は,日 本企業の品質改善活動のもとでの業績評価システム

のあ り方を考える上でも有用な示唆を与えて くれる。第2節 でも指摘 したよう

に,方 針管理のもとでは,結 果のみならず,プ ロセスを評価す るために,主 観

的な業績評価が一定の役割を果た してきたと推察 される。 しかし近年,方 針管

理に代えてバ ランス ・スコアカー ドの導入 を行っている企業においては,し ば

しば 「方針管理の もとでの業績評価 は勘に頼 った主観的なもので,定 量的な業

績指標に基づ くバランス ・スコアカー ドによって,よ り客観的に業績評価 を行

う必要がある」などという一見 もっともらしい意見が聞かれる。しか しながら,

VanderStetedetal.(2001)の 調杢結果によれば,客 観的かつ定量的な業績

評価が必ず しも望ましいわけではなく,逆 に品質に対するより先進的な取 り組

みを行っている企業においては,主 観的な業績評価が重要な役割 を果たすこと

が示されている。このことが真実であるとすれば,近 年の 日本企業の取 り組み

は,組 織業績 を改善するという目的か らは逆行 している危険性がある。
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今後日本企業 における品質改善活動,業 績指標,組 織業績の間の因果関係を

明 らかに してい く上では,主 観的業績評価の役割を明示的に考慮 した上で,そ

れぞれのタイプの業績指標が どのような役割をもっているのかについて分析を

行 う必要があるであろう。

(2)品 質改善活動の多様性

IttnerandLarcker(1995)で は,生 産志向の品質プログラムとより先進的

な品質プログラムが区別されている。生産志向の品質プログラムは,品 質管理

に関する教育訓練,チ ームワーク,提 案制度,新 製品及びプロセスの認識にお

けるサプライヤーの関与,プ ロセス改善技法の活用 といった特徴をもっている。

一方,よ り先進的な品質プログラムは,ク ロスファンクショナルチーム,品 質

保証部門の積極的関与,価 格以外の要因に基づ くサプライヤー選定,品 質保証

などの要素か ら構成 されている。彼 らの調査結果によれば,生 産志向の品質プ

ログラムのもとでは,非 財務的業績指標の利用が組織業績を向上させるが,先

進的な品質プログラムにおいては,非 財務的業績指標の活用が組織業績を低め

るとされている。

彼 らの研究結果は,品 質への取 り組みについて,様 々な多様性が存在 してお

り,そ うした多様性が業績指標 に対する異 なるニーズを生み出している可能性

があることを示唆 している。 しか し,IttnerandLarcker(1995)以 外の先行

研究においては,TQMの 実施の程度が評価 されるだけで,品 質への取 り組み

の多様性を考慮 した分析 は行われていない。

品質への取 り組みに多様性があるとす る見解は,日 本企業の品質改善活動 を

考察する上でも示唆に富んでいる。戦後の復興期から日本製品が高い品質の製

品として認知 されるようになる1980年 代にかけて,TQC及 びそれに対する取

り組みを表彰する賞であるデミング賞,さ らには,そ れ らを推進 してきた日科

技連が果たして きた役割は極めて大 きいものであった。その結果 として,日 本

企業の品質への取 り組みは,TQCと して極めて標準化されたものであったと

考えられる。 しか し,近 年では,TQCに 対 して様々な問題が指摘 され,そ れ
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に伴い多 くの 日本企業が試行錯誤的に新 しい取 り組みを行っている。結果 とし

て,日 本企業の品質改善活動については様々な多様性が発生 している可能性が

ある。

仮に,品 質改善活動 に多様性があって,取 り組みのタイプによって必要な業

績指標が異なるということであれば,ど のような多様性があるのか,ま たどの

ような状況でどのような業績指標が求められるのかについて明 らかにすること

が重要な研究課題 となる。

日本企業の品質改善活動の多様性 を認識 してい く上では,マ ーケティング領

域の先行研究が参考になる。たとえば,MorganandPiercy(1996)で は,競

争優位性 と品質概念を関連づけながら,異 なる品質戦略が認識され,個 々の戦

略ごとにマーケティング部門の役割 について議論がなされている。図2に 示 さ

れている通 り,こ の研究では,低 コス トと差別化という競争優位性に関する次

元 と客観 的品質 と知覚品質 という品質定義に関する次元の2つ の次元に基づ

き,4つ のタイプの品質戦略が認識 されている。

競争優位性

客観的

品 質品質定義
の

アプローチ 知 覚

品 質

低 コス ト 差別化

生産適合性改善 製品業績改善

顧客の価格と価値に対す

る知覚のマネジメント

顧客の知覚品質のマネジ

メント

(出 所)MorganandPiercy(1996),p.236

図2品 質戦略のタイプ

まずは左上のセルは,競 争優位性 として低コス トを重視 し,品 質概念 として

客観的な品質概念 を重視 している企業である。 この企業では,生 産プロセスに

おける適合品質の改善が主要な 目的 として重視 される。

左下のセルでは,競 争優位性 として低 コス トが重視されるが,顧 客による知

覚品質を重視する。したがって,顧客が製品やサービスか ら受け取るベネフィッ
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トとその対価を比較 した価値に対する知覚のマネジメン トが重視 される。

右上のセルは,競 争優位性 として差別化 を,品 質概念 として客観的品質を重

視する。そのため性能,信 頼性,デ ザインなど製品の客観的な属性やパフ牙一

マンスの改善が重視 される。

さらに右下のセルでは,競 争優位性 として差別化,ま た品質概念としては顧

客による知覚品質が重視される。顧客の知覚品質のレベルでいかに差別化でき

るかが戦略的課題 とされる。

仮に日本企業 におけるTQC活 動 をこのマ トリックス上に位置づけるとすれ

ば,左 上のセルに当てはまると考えられる。なぜならTQCが 対象 としてきた

品質概念が,設 計図どお りに生産活動を行 うという意味での適合品質であ り,

それを改善する目的としても,品 質不良がもた らす失敗 コス トの削減や生産性

向上によるコス ト低減が重視 されて きたためである。一方で,近 年の 日本企業

における品質改善活動 に関する新 しい取 り組みにおいては,設 計品質,知 覚品

質,顧 客価値,サ ービス品質などといったキーワー ドが重視 されている。 した

がって,こ れらの新 しい動向は,従 来の左上のセルから他のセルへの移行 とみ

なすことができる。

またRust,MoormanandDickson(2002)の 研究では,品 質改善がどのよ

うな経路を通 じて財務的ベネフィットをもた らすかという観点から,企 業の品

質への取 り組みを分類 している。表3に 示 されているように,こ の研究では,

品質改善が財務的ベネフィットをもたらす経路 として,内 部プロセスの効率化

によるコス ト削減 と顧客満足度や再購入率の改善による収益の向上があるとし

たうえで,企業がいずれを重視するかによって,収 益志向(revenueemphasis),

コス ト志向(costemphasis),両 立志向(dualemphasis)と いう3つ の品質

収益性志向(qualityprofitabilityemphasis)が 認識 されている。

収益志向の企業においては,顧 客満足度や顧客の再購入率を改善することに

よって収益を向上させるような品質改善が重視される。そのため品質概念として

は,知 覚品質などの市場に基づ く品質概念が重視 され,顧 客満足度や再購入率な

どの市場品質に関連 した非財務的業績指標が用いられる。また個々の顧客のニー
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ズに応 じたカスタマイゼーションが重視され,改 善活動の典型例 としては,顧 客

満足度を改善するようなサービスの拡張あるいは製品革新などがあげられる。

コス ト志向の企業では,企 業内部の業務プロセスを効率化することによって

コス ト削減をすることが重視 される。コス ト志向のもとでは,不 良率などの内

部的な品質に関わる非財務的業績指標が活用 される。 また業務遂行上は,カ ス

マタイズすることよりも,標 準化することが重視される。コス ト志向の典型的

な改善プログラムとしては,シ ックスシグマやTQMな どがあげられる。

両立志向では,収 益向上及びコス ト削減のための改善活動の両方が重視 され

ることになる。表3は3つ の品質収益性志向の特徴をまとめたものである。

表3品 質収益性志向の特徴

コス ト志向 収益志向 両立志向

利益の焦点 コス ト削減 収益拡大 両 方

品 質 焦 点 内 部 外 部 両 方

品 質 尺 度 不良率 顧客満足度 ・再購入率 両 方

業務の焦点 標準化 カス タマイゼーション 両 方

典 型 的 な

改 善 活 動

コス ト削減のた

めの効率性改善

顧客満足度を改善するた

めのサービス

コス トと収益を改善する

ためのプロセス再設計

プログラム シックスシグマ

TQM

米 国顧客満足度指標

ROQ(ReturnonQuality)

サ ー ビス プ ロ フィ ッ ト

チェーン

バ ランス ・ス コアカー ド

サプライチェーンマネジ

メン ト

(出 所)RustetaL(2002)を 一 部 修 正

この研究では,品 質収益性志向を3つ に分類 した上で,そ れぞれが企業業績

に及ぼす影響 について実証的に分析が行われている。 この分析によれば,収 益

志向が高い企業が,コ ス ト志向や両立志向と比較 して,よ り高い企業業績を上

げているという結果が示されている。

上記の品質収益性志向の分類に照らし合わせると,適 合品質を重視 し,コ ス
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ト削減を重視 して きた従来的なTQC活 動は,コ ス ト志向に該当する。一方で,

近年の品質に対する新 しい取 り組みは,さ らなるコス ト志向の強化もしくは収

益志向や両立志向の強化のいずれかであるとみなすことできるであろう。

これらの2つ の研究が示 しているように,品 質への取 り組みに多様性がある

とすれば,コ ンティンジェンシー理論が示唆するように,取 り組みの特徴によっ

て,必 要 とされる業績指標が異なるもの と推察される。とすれば,品 質に対す

る取 り組みの多様性 と業績指標の適合関係を明らかにすることが早急の研究課

題となる。以下では,Rustら による品質収益性志向の分類に基づ き,財 務的

業績指標,定 性的非財務的業績指標,主 観的業績評価の役割について若干の試

論を行ってい く。

まず,Rustら によって指摘 されているように,品 質収益性志向の違いは,

定性的非財務的業績指標の利用に影響を及ぼす(表3参 照)。 彼 らによれば,

コス ト志向のもとでは,不 良率など内部的な品質指標が,収 益志向では顧客満

足度や再購入率 といった外部の市場品質指標が重視される。また両立志向にお

いては,内 部的品質指標 と外部的品質指標の双方が重視 されるとされる。 この

ように,い ずれの品質収益性志向であって も,定 性的非財務的業績指標が重要

な役割を果たす と考え られる。

ついで財務的業績指標の役割について考察す る。先行研究では,TQMの も

とでの財務的業績指標の問題点ばか りが強調されてきたために,そ のポジティ

ブな役割については必ず しも明確ではない。 しかしなが ら,特 定の品質収益性

志向の もとでは,財 務的業績指標が一定の役割を果たす と考えられる。コス ト

志向においては,不 良率の改善が失敗 コス トの削減や生産性の向上によるコス

ト削除を通 じて財務的業績をもたらす という因果関係が明確である。また,改

善活動か ら財務的効果が得 られるまでのタイムラグも比較的短い と思われる。

一方で,収 益志向では,顧 客満足度や再購入率の改善が,将 来の収益の向上を

もたす という因果関係は,コ ス ト志向の場合 と比較 して,明 確とは言えない。

なぜな ら,顧 客の満足度や再購入の意思は,企 業外部の様々な要因の影響を受

けるためである。また顧客満足度や再購入率の改善が財務的業績を生み出すま
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でのタイムラグも相対的に長いと考えられる。

このような改善活動 と財務的業績の間の因果関係の不確実性及びタイムラグ

の長 さが,財 務的業績 指標 の利用 に影響 を及 ぼす可能性が ある。 この点,

Simons(2000)で は,イ ンプッ ト指標やプロセス指標が妥当性を有するのは,

管理者が経済的価値 とそれ らの指標 の因果関係について確信をもっている場合

であ り,ア ウ トプット指標が,経 済的価値が創造 されているという高い確信を

付与すると指摘 している。この議論をふ まえれば,コ ス ト志向においては,経

済的価値 と改善活動の因果関係が明確であることから,財 務的業績指標の役割

は大 きくないと言える。一方,収 益志向や両立志向の場合は,改 善活動 と財務

的業績の因果関係が不明確であり,タ イムラグも長いことから,経 済的価値が

創造されていることを示す指標 としての財務的業績指標の役割が重視 されるも

の と考え られる。この点,営 業管理者の報酬 システムに関する調査である梶原 ・

谷(2002)で も,タ スク不確実性が高い状況で,財 務的業績指標 を重視するこ

とが,営 業管理者の報酬 システムに対する満足度を高めるという結果が示 され

ている。

最後に各品質収益性志向における主観的業績評価の役割であるが,現 状では

不明な点が少なくない。ただ先行研究は,主 観的業績評価が好 ましい状況につ

いて示唆 を与えて くれる。Gibbsetal.(2002)で は,報 酬 システムにおいて

主観的な業績評価が用いられる理由として,2つ の理由を挙げている。一つは,

不整合性(incongruence),雑 音(noise),感 度の鈍 さ(sensitivity),操 作可

能性(manipulability)と いった定量的業績指標の問題点を補完することである。

もう一つは,不 完全性(incompleteness),柔 軟性の欠如(in且exibility),目 標

達成に伴 うリスク(riskassociatedwithtargetachievability)と いう公式的

な報酬契約に伴 う潜在的な問題を克服することである。

現状では,品 質収益性志向 と主観的業績評価の関わ りについて包括的に議論

することはで きないが,た とえば次のような議論が可能である。まず収益志向

や両立志向においては,顧 客満足度や知覚品質のマネジメン トが必要である。

しか し,顧 客満足度や知覚品質には,管 理者にとって管理不能な要因が数多 く
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反映されている。管理者にとって管理不能の要因の影響は,業 績指標 によって

測定 される業績情報に雑音 として吸収 される。大きな雑音 を含む業績指標は,

管理者の行動について不完全な情報 しか提供 しないため,最 適な報酬契約を結

ぶ ことはで きない。そこで,収 益志向や両立志向においては,雑 音 を含む定量

的業績指標を補完するという目的で,主 観的業績評価が活用される程度が高い

と推測 される。

また公式的報酬契約の非柔軟性に関連 して,次 のような議論が可能であると

思われる。公式的報酬契約では,報 酬 にリンクされる特定の業績指標が明示 さ

れ,個 々の業績指標が どのような方法で報酬に反映されるのかが事前に明確 に

規定 される。市場外部 との競争関係が重視される収益志向や両立志向では,コ

ス ト志向と比較 して,競 争環境の厳 しさや環境不確実性の程度が高いものと考

えられる。熾烈な競争環境や高い環境不確実性 は,事 前 に適切な報酬契約 を規

定することを困難にすることか ら,公 式的報酬契約の柔軟性の欠如とい う問題

を増幅 させる。 このため,収 益志向及び両立志向においては,主 観的業績評価

が公式的報酬契約 に柔軟性 を付与するために利用 されると推測される。

以上,品 質改善活動の多様性 と業績指標の関わ りについて若干の試論を展開

した。 ここでの議論はあくまで も試論であって,品 質収益性志向と業績指標の

関係について包括的に考察 を行ったわけではない。今後は,日 本企業の実態 を

把握 しなが ら,品 質改善活動の多様性 と各業績指標の関係について包括的に明

らかにしていくことが必要 とされる。

5む すびにかえて

品質改善活動は,こ れまで日本企業の競争力の源泉の一つであった。 しかし

今後 ともそうあ り続けるとは限 らない。品質改善活動が,今 後 も日本企業の競

争力の一つであ り続けるためには,環 境に合わせて品質改善活動 自体を改善あ

るいは再設計 してい くことが不可欠である。

本論文では,TQCや 日本的管理会計論における業績指標の役割に関する議
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論や先行研究をふ まえなが ら,日 本企業の品質改善活動のもとでの業績指標の

選択に関する今後の研究課題 と方向性について考察を行った。とりわけ今後の

研究の方向性 としては,品 質改善活動の多様性を認識する必要があること,ま

た業績指標については,定 量的な業績指標のみならず,主 観的な業績評価の役

割 を明示的に考慮 しなが ら分析 を行 う必要があることを指摘 した。今後は,

フィール ドスタディを行いながら,品 質改善活動の多様性や業績指標の役割を

実態 に即 しながら深 く理解する一方で,大 量サ ンプルに基づ く実証研究を行う

必要がある。

(付記)本 研究は,文 部省科学研究費若手研究(B)課 題番号15730213に よる

研究成果である。
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